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保護者組織（教育後援会）と⼤学との相互理解・協働に関するアンケート調査報告結果 

2021 年 12 ⽉ 21 ⽇ 

⼤川⼀毅（岩⼿⼤学）、⼤野賢⼀（⿃取⼤学）、嶌⽥敏⾏（茨城⼤学） 
 
 
【アンケート調査にあたって】 

現在、私どもは、⽇本学術振興会・科学研究費助成事業(科研費)として、「⼤学教育後援会の事業と成果を指標
として実施する⼤学評価の可能性をめぐる実証的研究」を実施しております。 

［⽇本学術振興会: 科学研究費助成事業（科研費）基盤研究(C)、課題番号 19K02855、研究代表者：⼤川⼀毅］ 

「⼤学教育後援会の事業と成果を指標として実施する⼤学評価の可能性をめぐる実証的研究」 

https://kaken.nii.ac.jp/ja/grant/KAKENHI-PROJECT-19K02855/ 
 
本研究は、保護者組織（⼤学教育後援会）による⼤学・学⽣⽀援事業の現況把握を試み、その上で、保護者に

よる⽀援事業の意義や可能性を⾒出して提⾔することを⽬的としています。この研究の⼀環として、2020 年５
⽉に⼤学教育後援会（保護者会）様に回答依頼した全国アンケート調査を実施いたしました。 

この調査結果を踏まえ、当初は 2021 年に全国⼤学後援会様への訪問ヒアリングを実施して、さらなるご教⽰
をいただく予定としていました。しかし新型コロナウイルス感染症蔓延拡⼤のために断念せざるを得ませんでし
た。そこで訪問調査に代わるものとして、web アンケートを活⽤した意⾒聴取をお願いしました。 
 
【アンケート調査の趣旨】  

今⽇、⼤学と保護者（教育後援会）との関係のあり⽅として、「相互理解・互恵的協働」、「ステークホルダーも
参加する⼤学評価の多元化」等が⽂部科学省から求められています。 

今回の調査は、こうした動向を⾒据えながら、⼤学における教育後援会（保護者会）事業の可能性探求にむけ
て、教育後援会に参画する会⻑等役員の皆様のお考えやご経験事例などの収集を意図して⾏いました。  
 
【アンケート実施にあたって】 
・この調査は、2021 年 4 ⽉ 30 ⽇付けで依頼し、同年 5 ⽉ 31 ⽇を締め切りとして実施しました。 
・調査は 2020 年実施のアンケート調査にご回答いただいた後援会（役員）130 名様に依頼しました。  
・調査はウェブサイトで実施し、回答は無記名としました。  
 
【ご回答】 
・今回、32 組織の会⻑様等からの回答がありました（回答率 25％）。 
・私⽴⼤学の教育後援会 17 回答、公⽴⼤学の教育後援会 9 回答、国⽴⼤学教育後援会 6 回答でした。 
 

本調査の回答結果や、これまでの調査報告、関係論⽂等は、下記ウェブサイトでも公開しております。 
必要に応じてご参照・ご活⽤下さい。 

 
（学術成果等掲⽰サイト） https://iir.ibaraki.ac.jp/alumni/index.html 
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アンケート設問回答の集計、及びそこからの知見 

 
設問 1.【 ⼤学に関する「理解」についてお伺いします。】 

後援している⼤学の理解を深めるにあたり、⼤学による下記の情報提供は有効でしたか？ 
設問 2. 設問 1 の選択肢以外の情報提供があればご記⼊ください。また、設問 1 の回答理由など補⾜することが

あれば記⼊ください。 
 
■設問の趣旨 

これからの⼤学のあり⽅として、ステークホルダー（利害関係者）との「相互理解」と「協働」が求められ
ています。こうしたなかで、⼤学から提供される各種情報について、いかなる⼿段（⽅法）による情報提供が
⼤学理解の上で有効だったかをたずねた設問です。 

 

  
［回答（⾃由記述）］ 
 教育⽅針は、事ある毎に学⻑の説明などを聞き、⼀定の理解を得ることは出来ていると思量する。しかし、

保護者会に対して、⽂書等による情報提供は特に⾏って貰った記憶はない（⼊学時、保護者への簡単な案内
資料除く）。 

 保護者会事務局が⼤学の情報を機関誌にて発信している。 
 ⼤学教員、職員との⾮公式を含む直接⾯談の機会があり、この点が有効だったと評価している。 
 ⼤学から直接受ける情報提供は、後援会の理事会や総会の場のみでしたので、ある程度有効であったと回答

させていただきました。 
 毎⽉開催の教研審資料の提供依頼をしている。 
 保護者の総会や意⾒交換会等へ学⻑・副学⻑等の⼤学役職者に出席いただき、⼤学の状況等をお話いただく

ことで理解が深まったと感じる。 
 通常、学部後援会理事会や総会は対⾯で開催され、理事会や総会後の懇談で⼤学の現状について情報提供が

ある。また、⼤学役員と各学部後援会⻑との懇談も⾏われている（R2,R3 年度はコロナ禍のため、懇談は全
て⾏われなかった）。 
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【集計結果とそこからの知見】 

 ⼤学から教育後援会に提供される情報として、選択肢で提⽰したいずれについても「有効」とする回答
が 80％を超えている。なかでも「有効」との回答が多かったのは「ホームページ」、「広報誌」である。 

 ⼤学からの「ソーシャルメディア（SNS）」による情報提供については、有効とする回答数そのものは決
して少なくはないものの、他に⽐べると低順位である。 

 回答選択肢以外「その他」情報提供（⼿段）として、「⼤学からの運営状況メール配信」、「⼤学教員、職
員との⾮公式を含む直接⾯談の機会」、「毎⽉開催の教育研究審議会の資料提供を依頼」、「後援会総会や
理事会での⼤学学⻑、理事の説明」などが回答された。 

 「保護者会に対して、⽂書等による情報提供は特にして貰った記憶はない」という回答もあった。 
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設問 3. ⼤学からどのような情報の提供があれば、後援会の事業に有効でしょうか？（複数回答可） 
 
■設問の趣旨 

⼤学が教育後援会に情報提供するにあたり、どのような内容の情報提供であれば、後援会事業に有効(有益)
なのかを確認・把握するための設問です。 

 

 
 
【集計結果とそこからの知見】 

 教育後援会が⼤学に求める情報として、「学⽣の授業・キャンパスライフ」の回答選択が 9 割となり、
「学⽣の就職・進路」の回答選択も 8 割以上、「学⽣の課外活動」も７割を超えている。教育後援会（保
護者会）の規程・会則等を確認すると、組織⽬的や事業内容として、学⽣⽣活の充実⽀援や課外活動、
就職⽀援を掲げる場合が多く、この設問 3 での上位回答はこれらと⼀致している。 

 また、「学⽣への経済的⽀援状況」、「キャンパスライフの環境整備状況」、「学⽣の留学・海外研修」、「学
⽣の資格取得」といった項⽬の回答も 50％を超えており、いずれも学⽣の⼤学⽣活や将来に関わる「情
報」である。 

 その⼀⽅で、「⼤学の教育・研究の特⾊」、「⼤学の地域貢献」、「⼤学の運営⽅針・経営状況」、「学⽣の休
学・退学」、「教員のプロフィール」などに関わる情報提供の要望は⾼くない。これらの情報（内容）は、
法的義務として課せられている「⼤学評価（認証評価、法⼈評価など）」で重要視される項⽬である。評
価機関が重要視する⼤学評価項⽬とステークホルダー（後援会事業に参画するような保護者等）が期待
する⼤学情報項⽬は⼀致しているとはいえない。 
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設問 4. 後援会の事業（各種後援事業）について、⼤学構成員や保護者から理解（認識）されているとお感じです
か？ 

 
■設問の趣旨 

教育後援会が⼤学や学⽣の⽀援に努⼒しているにもかかわらず、これら取り組みが⼤学の構成員（教職員、
学⽣、卒業⽣）から「⼗分理解されていない、認識されていない」という声も聞きます。教育後援会の⽴場か
ら、このことへの「実感」について確認し、その改善の⽷⼝を⾒いだすための質問です。 

 

 
 
【集計結果とそこからの知見】 

 後援会事業について、回答者のほとんどが「⼤学執⾏部」からは「理解されている」と肯定的回答をし
ている。そのなかでも最上位の「⼗分理解（認識）されている」の回答数は全体の四割以上を占める。 

 「⼀般教職員からの理解・認識」についても、肯定的回答が多い。「⼤学執⾏部からの理解（認識）」の
回答状況に⽐べれば「⼗分理解（認識）されている」の回答数が少なくなり、「あまり理解されていな
い」の回答数が増える。とはいえ「ほとんど理解（認識）されていない」の回答はなかった。 

 「学⽣からの理解・認識」については肯定的回答が少なくなる。しかも「理解（認識）されていない」
と半数以上が回答する。学⽣⽣活の充実や利益を⽬的として事業を⾏いながら、学⽣からの理解（認識）
が少ないことは、⼤学教育後援会にとって事業意欲を減退させることにもなりかねない。⼤学による広
報や学⽣への周知努⼒も必要である。 

 「保護者（後援会役員以外）からの理解（認識）」が低いと感じている回答も多い。保護者は、⼤学教育
後援会の会員であり、その会員（保護者）から教育後援会事業に対する理解（認識）がないこと（ある
いは無関⼼であること）に、後援会役員の多くが苦慮していると推測される。 
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設問５. ⼤学に対し、組織として保護者の要望をどのような機会に伝えていますか？（複数回答可） 
 
■設問の趣旨 

⼤学と保護者（教育後援会）との「互恵的協働」に向けて、「両者の相互理解」が重要になります。設問 5 で
は、教育後援会は、保護者からの要望をどのような機会を通じて⼤学へ伝えているかをたずねました。 

 

 
 
【集計結果とそこからの知見】 

 教育後援会からの要望を⼤学に伝える機会として、「貴会主催の保護者会」、「貴会と⼤学との懇談会（意
⾒交換会）」が全体の半数から回答され、これらに次いで「⼤学主催の保護者会」が回答された。 

 ⼀⽅で、「⼤学の意思決定会議等への参加（経営協議会、教育審議会、など）」や「⼤学への助⾔者とし
ての参加（アドバイザリーボード、外部評価委員会、など）」といった⼤学運営や⼤学評価等に関わる機
会での要望提⽰という回答は希少だった。 

 「その他」の回答として、「後援会主催の理事会・総会」、「役員会や地区懇談会（保護者の会主催）の場
で個⼈的な要望・意⾒として伝えております」、「⼤学に要望する機会⾃体が少ない」、「役員会、委員総
会」、「保護者会総会への⼤学役員の出席」、などが記載された。 

 ⾃由記載では、「⼤学に要望する機会⾃体が少ない」や「機会はあったが要望したことはない」など、⼤
学と教育後援会とが必ずしも「互恵的協働の関係には⾄っていない（良好なコミュニケーションがとれ
ていない）」と推測される事例も散⾒された。 
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設問 6. 要望を⼤学に伝えている場合、どのような内容（項⽬、領域等）でしたか？（複数回答可） 
 
■設問の趣旨 

⼤学と保護者（教育後援会）との「互恵的協働」に向けて、「両者の相互理解」が重要になります。設問 6 で
は、⼤学に要請したこうした「要望」の内容についてたずねました。 

 

 
 
【集計結果とそこからの知見】 

 教育後援会から⼤学に伝えられている要望として、「学⽣の授業・キャンパスライフ」、「学⽣の課外活
動」、「学⽣の就職・進路」、など学⽣の⽇常的な学修や⽣活、将来に関わる要望が多く、いずれも 60％
前後の回答率。これらに「学⽣への経済的⽀援状況」、「キャンパスライフの環境整備状況」が続く。 

 この設問での上位回答（「⼤学への要望内容」）は、学⽣⽣活の福利厚⽣、施設整備の充実、課外活動⽀
援など各後援会がそれぞれの会則等で規定する事業⽬的に合致している。また問 3 において聴取した
「⼤学から提供して欲しい情報」は、本設問の「⼤学に要望した内容」回答傾向とほぼ⼀致する。 

 ⼤学の運営に関わる要望や、地域貢献、研究等に関する要望は少ない。これも設問 3 の回答に近い。 
 教育後援会（保護者）から、⼤学に対する要請の内容は、学⽣の⽣活や具体的利益に直結する事項が中

⼼となっている。 
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設問 7. 保護者（後援会）からの要望で、⼤学が実施した事例があればご紹介ください。（⾃由記述） 
 
■設問の趣旨 

⼤学は、教育後援会が提⽰する要望に応えているのか。また、いかなる要望ならば、⼤学は対応しやすいの
か、などの現状把握を⽬的とした設問です。 

 
［回答（⾃由記述）］ 
 後援会からの「新型コロナウイルス感染防⽌対策の徹底」に関する要望について、⼤学ではより真摯に受け

⽌め、後援会と連携して必要な対策を⾏った。 
 保証⼈への授業出⽋情報公開（学部 2 年⽣まで）。 
 ⼥⼦トイレの増築，パウダールームの建築。 
 コロナ禍にあって、対⾯からリモートへと変化した授業環境による習熟度の評価とケアーについて、各担当

教授等の先⽣⽅へ実施の徹底を呼びかけて貰う。 
 本学の場合は⼤学の要望等に対して奨学事業や環境設備等の援助がある。 
 ⼤学経営における予算上の制約もあり後援会からの要望で⼤学が実施したという限定的整理が可能な事例

は直近ではみあたらないが、教育環境整備等における意⾒交換の機会を通じて、意思疎通は図れていると理
解しています。 

 課外活動施設として⼸道場の設置。 
 
【回答からの知見】 

 ⼤学は、教育後援会から提⽰された「学⽣の⼤学⽣活に関わる直接的・具体的な要望」に対応している。
⼤学としてはこうした具体的要望への対応が実⾏しやすいのかもしれない。 

 ⼤学の運営や、教育・研究に関わる要望が少ないこともあってか、そうした事例は回答されていない。 
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設問 8. これからの時代、後援会と⼤学の協働として、どのような事業に可能性があると思いますか？ 
 
■設問の趣旨 

⼤学とステークホルダーの協働が求められる中で、どのような協働事業ならば可能か、あるいは成果に期待
ができるか、を教育後援会の⽴場からお答えいただく設問です。 

 

 
 
【集計結果とそこからの知見】 

 これまでの設問にあった、教育後援会から⼤学に求める情報提供や、⼤学に要望する内容と同様に、⼤
学との可能性ある「協働事業」として、「課外活動⽀援」が７割の回答、「⼤学⾏事」、「（学⽣の）経済的
⽀援」、「教育⽀援事業」、「就職⽀援」といった内容が 5 割強の回答を占める。 

 「⼤学運営に関する協働事業」については、設問 6 の「⼤学への要望」の回答同様に、共同医事業とし
ての可能性をあまり⾒いだしていない。それ以上に、「⼤学評価・外部評価事業」での協働の可能性をあ
げる回答はきわめて少ない。 
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その他

これからの時代、後援会と大学の協働として、どのような事

業に可能性があると思いますか？（N=31）
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設問 9. すべての⼤学は、教育研究や運営について、⾃ら点検を⾏い、改善をすることが法律で義務づけられて
います。⼤学の教職員だけでなく、学外の⽅々が参加する点検評価活動である「外部評価（アドバイザ
リーボード含む）」も⾏われています。 

「外部評価」という制度をご存じですか？ 
 
■設問 9〜11 の趣旨 

⽂部科学省は、⼤学に対し、ステークホルダー（⼤学との利害関係者）の意⾒を反映した多元的な「⼤学評
価（現状把握と点検）」の実施を要請しています。設問 9、10、11 は、教育後援会が⼤学評価に参加すること
の可能性と意義について考えるために、「外部評価」の認知状況の把握と実施可能性を探る設問です。 

 
 
【集計結果とそこからの知見】 

 「外部評価」という取り組みについて、72％が「知っている」と回答している。しかし、「知らない」と
いう回答も 25％ある。 

 ⼤学別に⾒ると、国⽴⼤学の教育後援会会⻑（または役員）は 8 割以上で「知っている」と回答する。
公⽴⼤学教育後援会は「知っている」の回答が 7 割を切っている。 

 「外部評価」という事業について、設問 8（協働事業の可能性）での「⼤学評価・外部事業」の協働可
能性は低く捉えられているが、その認知度は低いわけではない。 

 全体で 25％が「知らない」と回答しているということは、⼤学は教育後援会に「⼤学評価」に関する情
報提供を⼗分⾏っていない、もしくは教育後援会が関⼼を持っていないのかもしれない。 
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設問 10. 貴会や学⽣・保護者にどのようなメリットあれば、外部評価に参加する意義がありますか？（複数回
答可） 

 

 
 
【集計結果とそこからの知見】 

 これまでの設問において、協働事業としての可能性の期待も低いものではあったが、「学⽣へのフィー
ドバック（経済⽀援⾯、⽣活⽀援⾯、課外活動⽀援⾯等）」があれば、外部評価に参加する意義があると
している（回答⽐率 97％）。 

 また、回答の半数以上で外部評価を通じて「⼤学運営に保護者の意⾒が反映される」ことに参加意義を
⾒いだしている。 

 外部評価に参加することで、教育後援会組織、あるいは参加した個⼈の名誉や謝⾦として利益還元があ
ることには、参加意義を⾒いだしてはいないようだ。とはいえ、組織や個⼈への利益還元の回答が皆無
ではないことは、⼤学からのこうした配慮も必要ではないかということを⽰唆している（「教育後援会
は、何でも無償で奉仕してくれる組織ではない」）。 
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誉ポスト等）

貴会や学生・保護者にどのようなメリットあれば、外部評価に

参加する意義がありますか？（N=31）
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設問 11. 後援会が外部評価に参加するインセンティブ（動機付け）となりうるアイディアがあれば、ご⾃由に
記⼊ください 

 
■設問 11〜13 の趣旨 

⼤学教育後援会が外部評価に参加することの可能性やその意義を考えるうえでの⽰唆を得るために、外部評
価参加にあたってのインセンティブや課題、あるいは成功事例や提⾔を、⾃由に回答していただきました。 

 
［回答（⾃由記述）］ 
 後援会が参加したことによって、⼤学志願⽣が増加、卒業⽣の就職範囲が広がり就職率が向上、明らかに学

⽣の学習等環境が改善されより良くなった事例が散⾒される様になった等、⽬に⾒える成果が動機付けとな
ると思量。 

 所在地域の持続可能性に寄与できるような社会的研究機関としての⼤学そのもののプレゼンス向上活動へ
の参画機会の増加。 

 外部評価⾃体を知らない保護者の⽅も多いと思いますので、保護者へ外部評価とはどういうものか周知する
ことから始めると良いのではないかと思います。 

 
 
設問 12. 貴会の外部評価参加に向けて、課題や⽀障があるとすれば何でしょうか。 ご⾃由に記⼊ください 。

（例：保護者側の意欲の⽋如、⼤学に関する知識の⽋如、⼤学と保護者の信頼関係など） 
 
［回答（⾃由記述）］ 
 ⼤学の運営に何処まで⼝が出せるのか？！ 今考えるその範囲は、学⽣⽀援諸々に関する事のみだと思量。

⼤学運営は、理事会・評議会の専権事項であり、後援会（保護者会）が、そのうち何処まで外部評価者とし
ての意⾒が出せるのか（反映されるか否かは別問題）不明である。⼤学側は後援会（保護者会）の意⾒を何
処まで聞くのか？今以上に運営が⾯倒になる中で義務なのか参考なのか？ トレードオフは誰が決め、誰が
責任を負うのか？等々、整理しなければならない課題が有ると思量。 

 保護者も重要なステークホルダーであるという認識の希薄さ（敢えて⾔えば保護者の当事者意識） 
 保護者側の理解と参加意欲（他⼈任せになってしまうところ） 
 前設問と同じ回答になりますが、外部評価を知らない保護者が多いのが⽀障になると思います。 
 ⼤学の運営理念やカリキュラムに対する理解が必要であり、それが前提になると考えます。 
 保護者の会として組織への無関⼼さ、役員のなり⼿がいないこと。⼤学との意思疎通の難しさ。 
 保護者側の意欲の⽋如、⼤学に関する知識の⽋如、⼤学側の保護者会の役割認識の⽋如。 

 
 
設問 13. これまでの設問全体に関して、お考えのこと、苦慮したことや成功事例、ご提案などがあれば、ご⾃

由に記⼊ください。 
 
［回答（⾃由記述）］ 
 後援会活動における本学ＯＢの参画が少ない点が憂慮される。同窓会との協働が不可⽋だと感じている。 
 毎年数名⼊れ替わる役員に声かけする時に苦慮します。 
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 後援会（保護者会）は、毎年、学⽣から徴収した原資を元に運営されており、学⽣活動の⽀援、学ぶ環境整
備に⽀出と、結果的に学⽣⽣活に直接・間接的に返し（⽀払っ）ている。現時点では⼤学執⾏部と良い関係
にあると思う。それは、餅屋は餅屋の事をしているからに他ならず、学ぶことは先⽣、学校の運営は理事会、
後援会は学⽣⽣活⽀援に特化して⾏動しているからだと思量。多少のクロスはあるがそれは、ごく⼀部の者
がそれぞれの会に参加している所である。体制に影響ない範囲である。各会をどの様に融合させるのか？興
味は沸く。 

 毎年、全国を数か所に分けた⽀部単位で⽀部総会を開催し後援会の予算・決算以外に、⼤学と連携して⼤学
の現況報告や個別相談会を⾏っているが、保護者の出席が低迷している。他⼤学の状況がどの程度の出席率
なのか知りたいところです。 

 ⼤学設置後、早い段階から「⽗⺟会（現在名称は教育後援会）」の名称で保護者向け説明会等全国各地で実施
してきた実績はあるが、時を経て、⼤学（教育後援会）に求める保護者のニーズが変化しているかどうかの
検証もないまま各種事業を⾏っている。保護者のニーズをくみ取り、⼤学側に要望を上げ、協働して⼤学運
営・学⽣⽀援につながる事業展開を⾏うための仕組みが不⾜している。 

 
 
 
その他⾃由記述欄 
 以下に⾃由記述欄を設けます。ご随意に記⼊ください。本調査に関係することやそれ以外のことでも結構です。 
 
［回答（⾃由記述）］ 
 本学は地元に根ざし、ゆったりとした学⽣⽣活がおくれます。その中で、派⼿さはありませんが、着実に確

実に学⽣は卒業し、それぞれが腕に付けた職（技術）で仕事をしています。今、時代の流れに影響されてか、
学⽣数が減少し、起死回⽣を狙った新学部設⽴も思いの外、効果を出せていません。この状況を憂い、この
儘、健全経営がなされ、⼤学が存続することを切に願うばかりです。 

 保護者の会としての認知度が年々低下し、役員等運営側になる⽅がいない状況で活動も停滞しているのが現
状。他⼤学ではどのように会員を増やし、活動を⾏っているかを知りたいと思います。 

 本学の教育後援会の事務局は⼤学の事務局内に設置されていることから、保護者と⼤学事務局共同で運営し
ています。今回の回答は事務局職員が回答しているため、保護者組織の⽴場からの質問については未回答と
させていだきました。ご了承のほどよろしくお願いいたします。 

 
 

【自由記述からの示唆】 

 教育後援会の役割は、あくまで⼤学・学⽣の⽀援であり、⼤学の運営や教学への関与は現実問題として難
しいのかもしれない。 

 教育後援会が（保護者）がステークホルダー（利害関係者）であるという「⾃覚（認識）」も希薄と感じ
ている⽅々もいる。 

 教育後援会の役員確保に苦労している。こうした状況において、⼤学と教育後援会の協働事業や外部評価
への参画など新たな負担と感じられてしまう事業実施については、相応の⼯夫が必要ではないか。 

 ⼤学に最も⾝近な「ステークホルダー」として、同窓会や卒業⽣もいる。その⽅々とどのような関係を構
築するのか（維持するのか）についても、今後の課題であろう。 

 


